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福島復興に向けた「風評被害」への対応 

Recovery of Fukushima and Issue of ‘Harmful Rumors’ 

社会心理学の視点からのアプローチと対処策の展望 
Social Psychological Perspective towards Effective Countermeasures 
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風評は，社会の人々の潜在的欲求が表れたものであり，集合行動としてそのメカニズムを理解して対応

策を考えることができる。風評被害に対しては，科学的知識だけでなく福島への肯定的共感が重要である。 
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1. 風評と潜在欲求 

 風評は流言（噂）の一種である。流言は社会心理学においてしばしば「社会的な投影検査(projection test)」

と表される。投影検査とは、ロールシャッハ検査がよく知られるが、本人も気づかない無意識領域も含め

て保持されている欲求を測るものである。流言はその社会を構成する人々のもつ潜在的な欲求が表れたも

のとみることができる。 

 

2. 集合行動としての風評 

風評は、見ず知らずの人々同士の相互作用による社会現象であることから集合行動である。集合行動の

メカニズムについては、Smelser (1962)による古典的な理論がある。Smelser は、集合行動の発生要因として、

１）構造的誘発性［自由な購買行動］、２）構造的ストレーン［放射線被曝の不安］、３）一般化された信

念［福島産物を買ってはいけないとの信念］の成長と波及、４）きっかけ要因［他者の不買行動］、５）行

為への動員［不買行動の勧誘］、６）社会的統制［不買行動の強制的禁止］の不存在、をあげている。福島

の風評被害には、農水産物の購買行動だけではなく、福島への旅行、福島県住民、福島県出身者への不当

評価（いじめ）などもある。福島の風評被害に対して改善策をとるには、これらの発生要因それぞれにつ

いて対応策を講じる必要があろう。発生要因の中で、制度的あるいは行政的に最も制御が難しいものが構

造的ストレーン［放射線被曝の不安］である。 

 

3. 福島の風評被害と科学的知識、福島への肯定的共感 

したがって、福島に関する風評は、基本的には放射線被曝による健康被害に対する潜在的な恐怖にもと

づくものととらえる視点は問題解決においても意味がある。恐怖は正しい知識を得ることによって打ち消

すことが可能である。福島事故の直後から、生協などの小売業者も含めてさまざまな組織が、食物には元

来放射性物質が含まれており、微量の放射線は健康被害をもたらさないとのケアコミュニケーションを行

ったことは風評被害の防止に効果があったと評価できる。しかしながら、放射線被曝による健康被害には

不確実性が残るため、知識のみによる恐怖に対する効果には限界がある。 

風評被害を止めるには、風評の加害者が被害に苦しむ被害者の視点をもって被害の深刻さを理解するこ

とが必要である。これはいじめの解決と同じである。福島に寄り添い、福島の助けになりたいとする福島

に対する肯定的共感は、福島の風評被害に対する根本的な解決策であろうと考える。 
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